
はじめに

国際税務は、個人や小さな会社も関わる問題

この本を手に取られた方は、「国際税務」に興味をお持ちの方だ

と思われます。国際税務は、簡単にいうと複数の国にまたがる取引

に関わる税金の問題を取り扱う分野です。そのためか、「国際税務

は海外と多くの取引をする大きな会社しか関係ない」という誤解が

あると感じています。実は、国際税務は個人や小さな会社でも大き

く関わる問題なのです。

特に、近年は

•海外に拠点はないけれど、海外企業に向けて取引する小さな会社

•海外に住みながら日本企業の仕事をするフリーランス

・日本に住みながらリモートワークで海外企業の仕事をする外国人

といった方々が国境を越えた取引をすることが多く、国際税務の

問題に直面する場面が増えています。適切な知識がないまま国境を

越える取引を行うと、思わぬ税金負担や二重課税に悩まされること

になりかねません。

しかし、いざ勉強しようとしても国際税務に関する情報には難し

い用語も多く、とつつきにくいものです。専門家の中でも国際税務

は特別な位置づけで、詳しい人は決して多くありません。

実際に著者はこれまで、国境を越えて仕事をする個人や会社から

多くの相談を受けてきました。そのときにいつも聞くのが「全然情

報がなく、聞ける人もいなくて困っていた」という声でした。



本書の目的

本書は、国境を越える取引を行う個人や小さな会社が直面する国

際税務の問題に絞り、会話形式でわかりやすく解説するものです。

そのため、個人や小さな会社が直面することの少ない国際税務の問

題（例えばタックスヘイブン税制、移転価格税制等）はばっさりと

内容から除きます。また、本書は主に所得税、法人税および消費税

の分野を取り扱っており、国際相続にも触れません。

全体をまんべんなく解説する本は既にたくさんあることから、本

書は思い切って個人・小さな会社に役立つ国際税務の基本）レールに

特化することとしました。

本書の想定する読者

この本は、以下の方たちを読者と想定しています。

⑥ 国際税務の基本的な考え方を学びたい税理士、その他の士業

私が見る限り、専門家の中でも「国際税務」に対して苦手意識を

持っている人は多いように思います。その理由のひとつは、膨大な

国際税務の分野をまんべんなく学ぼうとしていることにあると考え

ます。

本書で解説する国際税務の基本ルールは、個人と小さな会社に関

わるものです。まずはこの基本ルールから学ぶことで、国際税務に

対する苦手意識をなくしてもらうことを狙いとしています。

⑥ 海外で日本向けに仕事をする個人や会社

海外に住み、日本企業向けに仕事をする個人や会社からの相談を

受けることがよくあります。相談内容の多くは、所得税や消費税、

源泉徴収の問題です。
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これら問題については、基本）レールを知ってもらえれば、迷うこ

とが少なくなるはずです。

⑥ 海外に拠点はないけれど、海外企業との取引がある日本の会社

日本国内を中心に事業活動を行い、たまに海外企業との取引をす

る日本の小さな会社からのご相談も数多いです。

たとえ海外に拠点がなくても、国際税務は身近な問題といえます。

例えば、各国で必要とされる租税条約の届出や、消費税の問題です。

外国の税制をすべて理解する必要はありませんが、租税条約をはじ

めとした国際税務の基本ルールを理解することで、悩みは少なくな

るはずです。

本書の構成

本書は、大きく 3 つのパートで構成されています。

まず「 1 国際税務の全体像」にて、国際税務を大きく 2 つのルー

ル（「基本ルール」と「租税回避防止ルール」）に区分したうえで、

それぞれの内容を説明します。そのうえで、すべての事業者が関わ

るのは基本）レールということを解説します。

次に「n ケーススタディ国際税務の基本」にて、著者がよく受

ける質問について、ストーリー形式で解説します。多くの書籍は、

国際税務の項目をひとつずつ説明していく構成ですが、本書では実

際に起こる問題から解説します。例えば、「海外に住んでいるけれ

ど日本で所得があるケース」「日本に住む外国人の税金の取扱い」

など、よくある疑問に対して、思考プロセスを加えたうえで解説す

るようこころがけました。その際、専門家の皆様が納得できるよう

に、条文を丁寧に引用している点も本書の特徴です。

最後の「m 国際税務の基本用語集」では、本書のおさらいとし

て、国際税務を理解するうえでまず知っておきたい用語をまとめま
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した。

国際税務についての書籍は、えてして専門用語が多く、難解なも

のになりがちです。このハードルを少しでも下げるべく、本書では

リアリティのあるケーススタディを通じて、実務での考え方を疑似

体験していただけるよう工夫に努めました。

執筆にあたってもっとも大切にしたのが、単に知識を身につける

ことだけではなく、その根底にある「なぜそうなっているのか」と

いう本質的な考え方を丁寧に紐解くことです。理屈（ロジック）が

一度わかれば、たとえ状況が変わっても自ら答えを見つけるための

応用が効くようになります。

本書が皆様にとって、国際税務の第一歩を踏み出すにあたっての

ガイドとなれば幸いです。本書を足がかりとして、次のステップに

進んでいただくことを願っています。

令和 7年12月

戸村涼子
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国際税務の全体像

国際税務がとつつきにくい理由のひとつは、

学ぶべき分野が膨大であることです。そして、

多くの解説書では、これらを一つひとつ積み上

げて学ぶスタイルを採用しています。

しかし、個人や小さな会社が知っておかなけ

ればならないことは、実はそれほど多くありま

せん。

まずは国際税務の全体像を俯諏したうえで、

2 つのルールに大別できることを押さえましよ

う。



田 国際税務のルールは大きく分けて 2 つ

国際税務は、すべての個人・会社が関係する「基本ルール」と、

多国籍企業など、一部の大きな会社にしか関係しない「租税回避防

止ルール」に分けることができます（非永住者、国境を越える給与

所得 (RSU) は少し特殊なので枠を分けています）。

具体的には図 1 のとおりです。

図 1 国際税務の全体像

基本ルール

■ 居住者・非居住者の判定
●源泉地課税と居住地課税
•国内源泉所得
●非居住者の源泉徴収
●租税条約

■ 外国税額控除

•国税を越える取引の消費税

やや特殊な税務
●非永住者の税金

•国境を越える給与所得
(RSU) の税金

• 

一

租税回避防止ルール

，ロタックスヘイブン税制
，口移転価格税制

，口過少資本税制

：口過大支払利子税制
＇口 BEPS対策プロジェクト
口外国子会社配当益金不互入
口国外関連者寄付金
ログローパルミニマム課税

• 

一----------------------------' 
個人や小さな会社に関係するのは、多くの場合「基本ルール」の

方です。
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② 基本ルール

国際税務では「国内税務＋ a」の知識が必要となります。

以下の表は、国際税務で求められる「＋ a」をまとめたものです。

図 2 国内税務と国際税務の比較表

項 目 国内税務 国際税務 (+a)

課税対象 国内で発生する所得•取引 国外で発生する所得、非居住者
／外国法人が絡む取引

関係法令
所得税法法人税法・消費税法 租税条約＋各国税制十OECD
などの国内法 ガイドラインなど

所得区分、経費性、売上計上基 居住者／非居住者、国内／国外源
主な判断

準、役員給与の要件 泉判定、 PE判定、二重課税排
除（租税条約／外国税額控除）

輸出免税等取引、国境を越える
消既税 国内取引中心の判定 電気通信利用役務の提供、リ

バースチャージ方式

経投否認、売上計上ミス、役員 非居住者・外国法人の源泉徴収
税務リスク 給与の損金不算入、源泉徴収の 漏れ、二重課税、 PE認定、海

漏れ、インボイス不備 外取引の消既税区分のミス

給与所得者の源泉徴収、年末調 183日ルール、非居住者の役
給与所得 員の特例、 RSU等の特殊な給整

与所得

以下、具体的にみていきます。
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。居住者・非居住者の判定
、
j

個人の国際税務の出発点となるのが、「居住者」「非居住者」の判

定です。ここが確定しないと、どこの国に課税権があるのか、どの

範囲の所得に課税するかを決められないからです。

居住者は、さらに「永住者」と「非永住者」に分けられます。こ

ちらも、日本に来たばかりの外国人の税負担額を決める重要な判定

です。

これらの判定には、フローチャートが有効です。次章 II にて、ケー

ススタディを使って解説していきます。_ 
図 3 納税義務者の区分

一

居住者
（日本に住所がある、または1年以上居所がある個人）

口ロー一者----i
... -----------' 

非居住者
（居住者以外の個人）

日本に住所がなく、

かつ 1 年以上の居所

がない個人

※ 法人の場合には、国内に本店または主たる事務所を有する法人が内

国法人とされ、それ以外は外国法人と区分されます。日本の法律に基

づいて設立された法人は通常内国法人に該当するため、個人に比べる

と判定に迷うことは少ないでしょう。
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。源泉地課税と居住地課税
、
j

国境を越える取引について、「どの国で課税するのか」を考える

ときに必要となる知識が「源泉地課税」と「居住地課税」のルール

です。_ 
図4 源泉地課税と居住地課税

2つの課税原則の対立

源泉地課税

所得が発生した国で
課税する考え

「所得の発生地で課税！」

居住地課税

居住者がいる国で
課税する考え

「居住者の国で課税！」> 
結果：二重課税の発生

同じ所得に対して両国が
それぞれの考えで課税

解決方法
租税条約・外国税額控除による調整

---------------------------------------., 

源泉地課税とは、所得が発生した国が税金を課すという考え方で

す。一方、居住地課税とは、居住する（所在する）国で税金を課す

という考え方です。

国際税務では、この 2 つがしばしば対立し、二重課税が発生しま

す。
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その解決方法として、租税条約や外国税額控除があります。この

ような二重課税が発生するメカニズムを理解しておくだけでも、糸

口をつかみやすくなるでしょう。

。全世界所得課税と源泉地課税
ヽ
ノ

先ほどは「どの国で課税するのか」という観点でしたが、「どの

範囲で課税するか」という観点から理解しておきたい言葉が、「全

世界所得課税」と「源泉地課税」です。

全世界所得課税は、その名のとおり世界中で得た所得に対して課

税する考え方です。一方、源泉地課税は、その国で発生した所得の

みに課税し、国外で発生した所得には課税しない考え方です。

図 5 全世界所得課税と源泉地課税

項 目 全世界所得課税 源泉地課税

主な対象者
居住者 非居住者
内国法人 外国法人

課税範囲
世界中で得た その国内で
すべての所得 発生した所得のみ

国外所得 課税対象 課税対象外

特 徴
二重課税の問題が シンプルな
発生しやすい 課税制度

日本は、居住者・内国法人に対しては全世界所得課税、非居住者・

外国法人に対しては源泉地課税という折衷的なスタンスをとってい

ます（アメリカ、中国、 ドイツなども同様）。一方、原則としてす

べての国民に対して源泉地課税を採用している国もあります（シン

ガポール、マレーシアなど）。
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国際税務の案件に着手するときや相談があったときには、相手国

の税金のルールが全世界所得課税なのか源泉地課税なのかを事前に

把握することで、頭の中を整理しやすくなります。

゜ 国内源泉所得
、
j

非居住者・外国法人は、自国の領域内で発生したとされる所得の

み課税対象となります。この自国の領域内で発生したとみなす所得

のことを国内源泉所得といい、 17種類あります。

事業所得に関連してキーワードとなるのがPE (Permanent 

Establishment、恒久的施設）です。 PEとは、非居住者・外国法

人がその国で事業をしているかを判定するための概念で、日本の所

得税法では支店、事務所、工事現場、代理人などを指します。この

PEが日本にあれば、「事業を行っている」とみなされ、そのPEに

帰属する所得は日本で課税されるルールになっています。

国内源泉所得によって、課税方法が異なるのも特徴です。申告が

必要なもの (PE帰属所得や不動産の譲渡など）もあれば、源泉徴

収で完結するもの（利子配当など）もあり、それによって税率も異

なります。細かい部分まで覚える必要はありませんが、全体の構造

を理解するために、国内源泉所得の種類と課税範囲、課税方法、源

泉徴収税率を示した下記の表（図 6) をイメージしておくことをお

すすめします。筆者は、非居住者や外国法人から相談があったとき

には、必ずこの表を手元に置いて回答しています。

図基本ルール 15 



図6 国内源泉所得の種類と課税範囲、課税方法、源泉徴収税率

（参考）
非居住者 外国

法人
所得の種類／非居住者の区分

恒久的施設を有する者 恒久的施設
所得税の

恒久的施設 その他の を
源泉徴収

帰属所得 所得 有しない者

①（事業所得） 1課税対象外） 無 無

②頁産の運用・保有により生す
る所得（⑧から⑯に該当する ［総合課税）

［総合課税（一部）l
無 無

ものを除く）

③頁産の譲渡により生する所得 無 無

④組合契約事業利益の配分 1課税対象外】 20% 20% 

⑤土地等の譲渡による所得 10% 10% 

⑥人的役務提供甲業の所得 （源泉徴収の上、総合課税］ 20% 20% 

⑦不動産の質貸料等 20% 20% 

⑧利子等 15% 15% 

⑨配当等 20% 20% 

⑩貸付金利子 20% 20% 

⑪使用料等 ［源泉徴収の上、 20% 20% 

⑫給与その他人的役務の提供に
総合課税J

対する報酬、公的年金等、退 ［源泉分離課税］
20% 

職手当等

⑬事業の広告宣伝のための賞金 20% 20% 

⑭生命保険契約に基づく年金等 20% 20% 

⑮定期積金の給付補坦金等 15% 15% 

⑯匿名組合契約等に呈づく利益 20% 20% 
の分配

⑰その他の国内源泉所得 （総合課税】 ［総合課税］ 無 無

※源泉徴収税額は、上記に加え復興特別所得税（2.1%) が課される。

非居住者・外国法人の源泉徴収

国内源泉所得を理解するうえでカギとなるのが、非居住者・外国

法人へ支払いをしたときの源泉徴収です。源泉徴収は、支払う側（源

泉徴収義務者）が税金を預かって税務署へ納付する制度です。支払

う側は、その義務を理解していなければなりません。
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図 7 非居住者・外国法人の源泉徴収

支払い

:---- 所得税を預かる（源泉徴収）

霜ば『：］口 : 非居住者・外国法人

特に非居住者・外国法人に対する源泉徴収では、国内源泉所得だ

けではなく租税条約の確認も必要であり、複雑です。

海外に拠点がない小さな会社でも、海外の取引先に支払いをする

場面はあるでしょう。源泉徴収漏れは税務署から指摘が多い部分で

もあるため、しっかり理解しておきたいところです。

「源泉徴収が必要かな？」と感じたら、国内源泉所得と同時に、次

で説明する租税条約もセットで確認するクセを身につけましょう。

゜租税条約
‘,J 

租税条約とは、二国間で締結される条約で、主に二重課税を事前

に防止することを目的として定められたものです。

国際税務が難解な理由として、日本の税金）レールだけでなく、租

税条約も確認しなければならないことがあります。重要なのは、前

述の国内源泉所得より租税条約のルールが優先され、場合によって

は修正される点です。

「そうであれば、最初から租税条約を見ればいいのでは？」と思

② 基本ルール 17 



うかもしれませんが、「所得税法や法人税法などの国内の法律（以下、

「国内法」と表記します） →租税条約」という順番が重要です。な

ぜなら、租税条約は前述のとおり「二重課税の防止」に重点を置い

ており、主に免税や税率の軽減を定めるものだからです。課税の基

本的な枠組みや、どのように申告するかなどの手続きは国内法に依

存するため、国内法から確認することが大事です。

図 8 国際税務の確認順序

| 順序 確認内容 I 

① 
国内法

所得税法・法人税法等

国内源泉所得のルール

② 
租税条約

二国間条約

二重課税の防止

まず国内法を確認

日本の税法に基づく

基本的な課税関係を把握

穏覗条約で修正

国内法のルールを必要に応じて

条約により修正・優先適用

租税条約は、初めて読む人には難解なものです。とはいえ、この

租税条約も読み慣れてくると、ある程度フォーマットがあることに

気づくはずです。

条文の読み方とともに、どのようなワークフローで税務判断をし

ていくのか、ケーススタディにて後述します。
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